（各課様式１）

予算要求資料
令和２年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：社会福祉諸費
	事業名　災害ボランティア連携強化事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）

　　　　　健康福祉部　地域福祉課　福祉人材係　電話番号：058-272-8261
　　　　　　　E-mail： c11219@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　　　8,855千円（前年度予算額：   　3,500千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	3,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,500

	要求額
	8,855
	3,624
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,231

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
近年、全国各地で集中豪雨、台風、土砂災害、大雪等による甚大な被害が発生している。
東日本大震災、熊本地震、平成３０年７月豪雨等の被災者支援において、ボランティアや多様な専門技術を持つＮＰＯ等が大きな役割を果たしており、今後、その重要性はますます高まっている。
県では、平成３０年７月豪雨災害において「災害ボランティアの受入体制の整備」の脆弱性が問題となったところである。

（２）事業内容

災害ボランティア活動における受入体制整備及び関係団体等との連携の強化、災害ボランティア支援職員のスキルアップを行うため、以下の事業を行う。
[新]①災害ボランティアに係る指導員の配置
　　　平時は市町村への研修等を行い、災害時は市町村の災害ボランティアセ　ンター設置運営を支援する。
[拡]②災害ボランティア支援職員スキルアップ研修
　　　大規模災害時における迅速かつ継続的な支援に備えるため、災害ボラ　ンティア支援を行う県、市町村及び社会福祉協議会等の災害ボランティア支援職員に対し指導員等による研修を行う。
③市町村・社会福祉協議会との意見交換会

　　　各圏域毎に市町村及び市町村社会福祉協議会との意見交換会を開催し、　　それぞれの役割に関する検討や、課題についての意見交換を行う。
（３）県負担・補助率の考え方

災害ボランティアセンター設置運営研修等支援事業
（厚生労働省、国庫補助率1/2）
（４）類似事業の有無
　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	183
	意見交換会講師等の謝金

	旅費
	638
	費用弁償、業務旅費

	需用費
	466
	消耗品、会議費

	役務費
	120
	通信運搬費

	委託料
	6,248
	研修開催業務、指導員経費

	その他
	1,200
	会場借り上げ料、災害ボランティアセンター実地訓練補助等

	合計
	8,855
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
・平成３０年７月豪雨災害検証報告書

　　　Ⅲ　検証結果

　　　　２　災害応急・復旧対策

　　　　　（４）災害ボランティアの受入対策

・岐阜県地域防災計画（一般対策計画）

　　　第２章　災害予防

　　　　第５節　ボランティア活動の環境整備

　　　第３章　災害応急対策

　　　　第３節　ボランティア対策

・第四期県地域福祉支援計画
　　第４章　施策の内容

　　　３　福祉人材の確保・育成
　　　　（１）福祉人材の確保及び福祉従事者に対する研修体制の整備

事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	大規模災害に備え、三者連携による災害ボランティアの受入体制強化を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	災害ボランティア支援職員向け研修会の開催
	1   
（H30）
	-
（   ）
	-
（   ）
	1
（R1.9）
	2  
（R5）
	-％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　災害ボランティア連絡会の開催（６月３日、８月２７日）
　岐阜県災害ボランティア連絡調整会議設置訓練の実施（９月１日）
　災害ボランティアスキルアップ研修の開催
　　〇情報共有会議編　　　　　　　　　７月１０日、参加者８５名
　　〇災害ボランティアセンター支援編　１１月１８～１９日（予定）


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　平時からの顔の見える関係づくりとして、災害ボランティア連絡会を２回開催した。また、災害ボランティアスキルアップ研修や災害ボランティア連絡調整会議設置訓練を実施し、災害時における関係団体との連携強化を図った。
　今後も、これら事業を実施し、三者連携の促進と災害ボランティアの受入体制の強化を図る。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○

	大規模災害発生時に、速やかに災害ボランティアの受入体制を整えることは、早期に被災地の復旧・復興を行う上で重要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　災害ボランティア連絡会の開催、研修及び訓練等を通じて、構成団体との「顔の見える関係」の構築を図っている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　災害ボランティアにかかる研修や訓練などの実施について、岐阜県災害ボランティア連絡調整会議の構成団体の協力を得ながら進めている。


（今後の課題）

	大規模災害発生時に、市町村においても災害ボランティアの受入体制ができる体制づくりが緊要である。


（次年度の方向性）
	三者連携の強化を図るため、平時からの「顔の見える関係づくり」としての取組みや、災害ボランティア支援職員等の資質向上に努める。


（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	【○○課】

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	


